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が 現行の機関・組織法令と重要資料をあげそのなかで報告例に言及しているが 現行 大 、 、（





















注 『増補 想像の共同体』 頁。 1. 281
駒込『植民地帝国日本の文化統合』参照。 2.
山室『日露戦争の世紀』 頁～参照 3. 4
『増補 想像の共同体』 頁。 4. 156
「帝国主義の楽しみ （ 文化と帝国主義』 頁～） 5. 247 」『







台湾統計行政において画期的な出来事であったろうに 公文類纂 中 文書門 の 統 『』 「 」 「
計」に、制定されたという報告（決裁）文書が収められているだけで制定の背景ー審
議の記録ーは見出しえなかった （ 公文類纂』という文書の性格 「民政部記録保存 。『 、
規則」の意味については別に検討する要があるが。ちなみにこの時期はまだ台湾統計
協会は設立されていない ）当時内地各府県ではすでに「県報告例」や「統計報告規 。
程 等があり 県統計書 が刊行されていたのであるが 台湾にたいして内務省 当 」、 「」 、 （
時の管轄官庁 の行政指導があったのか あるいは全く関係なかったのか 台湾の 報 ）。 。 「


















産報文』として刊行している （これについては『台湾統計協会雑誌』第 号に竹村諫が 。 1
「台湾ニ於ケル統計ノ沿革一斑」に記述している ）植民地官僚の質については好難いろ 。
いろの評があるが、行政における統計の役割についての認識はあったのであろうか。台湾
事務局長宛の第 回「民政事務報告」は明治 年 月に提出、この段階ではまだ各事務 12 8 9
72 9 2 2 手続・規則等の報告を載せたのものであるが、第 号（明治 年 月分）には、この
月の武器捜査と併せて行った戸口調査の結果を「面積堡庄及戸口」として報告している。





明治 年： 明治 年公文類纂 28 28 『
年 次 文山堡新店街 芝蘭一堡 士林街 第四門 文書 （各支庁報告 』
の内基隆支庁報告）
明 戸 明治 年： 台湾省通志 人口 28 206 32 『
人 篇』所収「主要市街之現住人 953
口」
明 戸 戸 明治 年： 台湾現住戸口統計 32 314 412 35 『
人 人 街庄別調査 （総督府文書課） 1105 2888 』
明治 年： 臨時台湾戸口調査 38 『
明 戸 要計表（街庄社別住居及戸口 35 651
人 等 （臨時台湾戸口調査部） 3817 ） 』
＊明治 年 戸＝現在所帯 38
人＝常住人口 明戸 38 573
2774 人






戸籍＝住民の帰属の問題から ―→戸口調査表 ―→報告例「記表ノ部」へ 1.
貿易 産業調査 ―→大蔵省大日本貿易年表 殖産報文 ―→報告例「記表ノ部」へ 2. / /
行政処理事務上 ―→（各県支庁）管内概況報告 ―→報告例「記述ノ部」へ 3.






「」 （） （ 、 明治 年末の 諸工場 報告例年報第 表に対応 では全島で 工場 内地人経営 31 156 14 6
本島人経営 ）を挙げているにすぎない。この後報告例は管轄中央官庁の目まぐるしい程 8
の変転とそれに連動する総督府官制の変更および督府自体の官制改正・行政の整備で度々
の改正を繰り返している （時には別冊中ただ 項目の変更ということもある ） 。。 1
明治 年台湾に国勢調査を施行するかどうかの時期、そのための専任技師として水科 36
536 が送りこまれたことを一つの契機として台湾の統計事業は装いを新たにしていく 明治 。
年末には報告例の全面的改正があり、 年には小票式による犯罪票様式が制定される。 37





















、『 『』 』 （） 、 祝については 先に 台湾統計協会雑誌 総目次 解題 でも触れたが DPS No. 89
氏は前任地であった沖縄県で税務関係の職にあり、沖縄県の「旧慣租税制度」を纏めた経





報告例は明治 年の改正後、明治 年には内地の農商務統計の「工場統計調査」に合 36 42
せて「工場票」を改正したり、種族表章に「朝鮮人」欄を追加したり、官制の変動に伴う
。「 」 改正以外に統計内容の充実を図っていく 大正 年にはその前年施行された 軍需調査令 9
の一部台湾適用等により工場関係の調査事項が増加したことにより報告例の全面改正を実
施し、さらに昭和 年には「資源調査令」の台湾施行により「工場票」は報告例から削除 6
され、別個の統計として処理される （内地延長主義の時期に当たる ）この昭和 年の報 。。 6
告例は内地戦時経済法令に連動する形で改正を重ね、数次の改正の後は削除につぐ削除を





知らむと欲せば 各主管の統計書類に就きて見るを要す として 台湾人口動態統計 台 、」 『 』 『




明治 年 明治 年 明治 年 大正 年 昭和 年 31 36 42 9 6
種別
即 報 ○○○○ ○




月 報 ○○○○ ○
季 報 ○○○○ ○
（期 報）
半年報 ○ ○ ○ ○ ○
年 報 ○○○○ ○
臨時報 ○ ○ ○ ○ ○
報告例目（様式）は資料 に添付の様式目次対照表にみるごとく明治 年から「記述 2. 42
ノ部 「統計ノ部 （のち大正 年の改正で「記表ノ部」と改称）に別れ、その各々が上記 」」 9
の種別毎に期日を定めて報告する規定になっている。
年を下るごとに「表」の部分が多くなり、その内でも年報が重要度を増し、量も圧倒的
31 175 42 159 9 211 6 となる （明治 年＝ 表、 年＝統計ノ部 表、大正 年記表ノ部 表、昭和 。
年＝同 表、昭和 年＝実 表） 453 19 206
7《報告例中「工場」関係様式と「督府統計書」工場表の変遷》
Ⅰ期（明治 年 月（第 号 ） 31 11 313 ）
第 表「諸工場」→明治 年統計書 第 「諸工場」 156 31 114
工場名・所在地・創立又ハ開業年月・製造品目・組織・資本金・職工（内地人・本
島人）
Ⅱ期（ 明治 年 月（第 号 ） 36 11 208 ）
第 表「諸工場」→明治 年統計書 第 「諸工場」 168 37 205
工場名・ 持主 ・所在地・創立年月・資本金・作品種別・製造品目・技師員数・職 〔〕
工員数（内地人・本島人 〔原動力・機関名称及数・公称馬力〕 ）
Ⅲ期（明治 年 月（第 号 ） 42 12 208 ）
第 表「工場票」→明治 年統計書「諸工場」を削り「工場ノ一（種類別 、二（資 137 43 ）





Ⅳ期（大正 年 月（第 号 ） 91 2 3 1 5 ）





Ⅴ期（昭和 年 月（第 号 ） 64 2 7 ）
「工場票」削除。→昭和 年統計書「工業」 に「工産総額」はあり。 62 7 1
＊昭和 年統計書「工業」 に職工数（大分類） 表あり 17 279 1
注 ）松田『データの理論』 頁。 19 6
）山本『はかる』 頁。 21 9
）石橋享「余ノ従事シタル臨時台湾戸口調査 （ 台湾統計協会雑誌 第 号』 頁 3 69 36 」『
～）
『台湾総督府公文類纂 十五年保存 明治 年 追加 第 巻』所収「国勢調査並 43 7 1 3 ）
統計事務視察復命書 。なお、この復命書の本文は後、水科が『台湾統計協会雑誌 」
第 号』 頁～に掲載の「十年前ト八年前」に全文再録している。 93 146
『台湾統計協会雑誌 「雑報」欄参照。 5）』
）この情報は平良勝保氏のご教示による。記して謝意にかえる。 6
）水科七三郎「後藤伯ト台湾ノ人口動態統計 （ 統計学雑誌 第 号』 頁～） 75 1 6 2 2 6 」『
『台湾総督府統計書 第 昭和 年 「凡例 。 83 5 6 ）』 」
むすびに 4.
8資料 台湾行政組織・統計調査制度の変遷 1.




内閣に台湾事務局設置（勅令第 号） 6.14 74
（ 始政式 中部・南部の軍事行動は継続） 6.17 /





台湾総督府民政事務報告（第 号 〕台湾事務局宛報告 9.23 1 ）
戸口調査仮規程 9.25
明 総督武器押収と併せて戸口調査を訓令〔明 ～ 各県・支庁 29.2.21 28.9 29.2
「事務報告」に戸籍・戸口調査報告〕
拓殖務省設置 台湾事務局廃止（勅令第 号） 3.31 / 87
3.31 88 / / 台湾総督府条例（勅令第 号 〔軍制廃止 武官総督〕 ）
各官制制定ー地方官官制（勅令第 号） 91
台湾ニ於ケル郵便及電信ニ関スル事務は逓信大臣ノ監督ニ属セシム（勅令第 号 ） 3. 86 ）
通信施設民政移管（郵便条例・電信条例適用） 4.1
直轄国語伝習所規則（府令第 号） 6.22 15
地方行政事務及管内概況報告手続（訓令第 号） 6.25 49
警察報告例（訓令第 号） 8.1 81
台湾住民戸籍調査規則（訓令第 号） 8.1 85
〔憲兵、警察官による戸口調査〕
台湾鉱業規則（律令第 号） 9.7 6
熟蕃人蕃地ニ関スル調査報告要項（殖産部長通知） 11.26




4.6 12 8 『台湾総督府民政事務成蹟提要 第 編 （明治 』
年）刊行
『台湾外国貿易年表 明治 年』刊行（大蔵省編） 5.5 29
9撫墾署事務及其管内情況報告手続（訓令第 号） 6.29 79
台湾総督府国語学校官制（勅令第 号） 7.21 242
各月民政事務報告内閣へ報告の件 月限り廃止 8. 8
拓殖務省廃止 内閣に台湾事務局設置（勅令第 号） 9.2 / 295
台湾総督府官制改正（勅令第 号） 民政局・財務局設置 10.21 362 /
明 台湾事務局を内務省（外局）へ移管（勅令第 号） 31.2.9 24
（ 月 日 官房台湾課（勅令第 号 ） 10 22 259 ）
児玉総督、後藤民政長官着任 3.28
官制改正（勅令第 号） 6.18 180
（ 県 庁制 弁務署・民政部設置） 33 /
台湾土地調査規則（律令第 号） 7.17 14
台湾総督府法院条例（律令第 号） 7.19 16




台湾総督府報告例制定（訓令第 号） 11.26 313
明 統計材料調製竝提出手続（訓令第 号） 32.3.7 39
台湾総督府医学校官制（勅令第 号） 3.31 95
明 台湾食塩専売規則（律令第 号） 32.4.26 7
塩務局報告例（訓令第 号） 5.19 150
『第 総督府統計書 （明治 年）刊行 5.10 1 30 』
＊報告例適用は 年分から 31
樟脳及樟脳油専売規則（律令第 号） 6.22 15
台湾銀行営業開始 9.26
鉄道部官制（勅令第 号） 11.7 426
明 台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 33.2.7 15
注） 5. 508 台湾内務報告例制定（内務省訓令第 号） 1
台湾製糖 創立総会 12.10 KK
『台湾総督府鉄道部第 年報 （明治 年度）刊行 12.25 1 32 』
明 専売局官制（勅令第 号） 34.5.24 116
（樟脳、塩務両局と製薬所を統合）
臨時台湾旧慣調査会規則（勅令第 号） 10.25 196
総督府および地方官制改正（勅令第 号） 11.11 201
（民政部内 部局設置 庁） 5/ 2 0
統計事務規程（訓令第 号） 11. 396
10専売局報告例（訓令第 号） 12. 23
明 臨時台湾糖務局官制（局長新渡戸稲造 明治 廃止） 35.6.18 / 44.10.14
東京統計講習会へ吏員派遣 7.
明 戸口調査規程（訓令第 号） 36.5.20 104
『臨時台湾糖務局年報 第 』刊行 5. 1
水科七三郎統計事務及臨時台湾戸口調査事務取扱 8.5
のため総督府技師に任命
第 回台湾統計講習会開催 9.19 1
台湾統計協会発会式 11.14
台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 11.25 208
水科七三郎島内統計業務視察のため出張（～ ） 12.4 1.31
税関報告例（訓令第 号） 12.23 338
明 蕃地台帳様式（訓令第 号） 37.3 73
蕃地事務報告手続（訓令第 号） 5. 160
地方官会議に文書課統計事項に関する注意・諮問事 6.15
項提出
『学事年報 第 （明治 年度）刊行 8. 1 35 』
小票式による犯罪票様式（訓令第 号） 12. 310
明 煙草専売規則 38.3.3
臨時台湾戸口調査規則（府令第 号） 6.8 39
人口動態報告規程（訓令第 号） 9.19 202
臨時台湾戸口調査施行（第 次台湾国勢調査） 10.1 1
戸口規則（府令第 号） 12.26 93
戸口調査規程（訓令第 号） 12.26 255
明 税関報告例（訓令第 号） 39.6 138
台湾内務報告例改正（内務省訓令第 号） 6.28 502
『専売局事業第 年報 （明治 年度）刊行 8. 1 34 』
大日本製糖へ斗六庁に原料糖工場設立許可 12.28
明治製糖創立 12.29
明 電信電話事務報告規程（訓令第 号） 40.1 12
7.10 38 / 『台湾人口動態統計 原表之部 明治 年』
『犯罪統計 第 （明治 年）刊行 13 8 』
明 臨時戸口調査部廃止 官房に統計課新設（課長に水科七三郎就任） 41.7 /
11（） 12.26 214 刑事犯罪人票の制定 訓令第 号
明 総督府官制・地方官制改正（ 庁制 （勅令第 号） 42.10.25 12 270 ）
通信報告規程 訓令第 号） 11.14 ( 186
台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 12.14 208
明 児童生徒身体検査規程（府令第 号） 43.4.19 29-33
内閣に拓殖局設置（勅令第 号） 6.22 279
蕃地台帳（訓令第 号） 8. 167
総督府官制改正（勅令第 号） 10.16 260
明 『第 統計書 明治 年』刊行 45.3.31 14 43
（表タテ書き→ヨコ書き・アラビア数字に）
税関報告例制定（訓令第 号） 11. 58
大 拓殖局廃止 内務省地方局に拓殖課設置（勅令第 号） 2.6.13 / 142
大 行政区域ニ在住スル生蕃人ニ戸口規則適用 3.3.23
（民警第 号依命通達） 271
蕃人公学校規則（府令第 号） 4.18 30
第 次世界大戦に参加 8.23 1
大 西來庵事件起る 4.8.2
第 次臨時台湾戸口調査施行 10.1 2
大 蕃地居住内地人、本島人、支那人、朝鮮人に戸口規則を適用 5.3.8
（民警第 号依命通達） 357
人口動態報告規程蕃地に施行（官統第 号） 3.16 13
大 学校身体検査詳細統計（訓令第 号 （単名票形式 6.4. 5 ）
毎 年実施） 5
内閣拓殖局設置（勅令第 号） 7.31 73




大 台湾教育令（勅令第 号） 8.1.4 1
台湾総督府報告例改刷（現行） 3.10
12台湾電力会社令（ 設立） 4.25 7.31
文官総督制（勅令第 号） 8.19 393
政務報告例制定（拓秘第 号） 11.28 1625
注） （台湾・朝鮮・関東州・樺太に施行） 2
軍需調査令（勅令第 号）条項の一部台湾に適用 12.16 495
大 農業基本調査会開催 9.6.2-6
～ 農業基本調査開始 7.
地方制度改正ー市、街庄制 州 庁に整理 7.27 / 5 2
（勅令第 号） 218
『台湾工場通覧 大正 年末調』刊行 7.15 7
台湾国勢調査施行（第 次臨時台湾戸口調査） 10.1 3
『農業基本調査』刊行始まる（昭和 年度まで全 10. 17
冊刊行） 45
台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 12.24 315
台湾統計協会解散（大 水科七三郎督府統計嘱 12.25 7.3.31
託を退職）
大 生徒児童身体検査規則制定（府令第 号） 10.3.18 35
『台湾農業年報 大正 年』刊行 3. 8
各学校官制および改正（勅令第 号～第 号） 4.23 126 139
大 台湾教育令（勅令第 号） 11.2.4 20
『台湾商工統計 （大正 年）刊行 3.29 10 』
〔大正 年改正報告例に基く調査〕 9
酒専売制度施行 7.1
拓殖局を廃止、拓殖事務局を置く（勅令第 号） 11.1 476
理蕃事務報告手続（訓令第 号） 12.29 224
大 労働統計実地調査令（勅令第 号） 12.5.23 266
台湾茶検査所規則（府令第 号） 茶検査所設置 6.3 50 /
大 台湾総督府統計事務規程（訓令第 号） 13.1.24 10
『茶検査所第 年報 大正 年』刊行 5.28 1 12






昭 『台湾米穀要覧 昭和 年版』刊行 2.3. 2
昭 台北帝国大学設立 3..3.17
昭 拓務省設置（台湾は管理局 産業関係は殖産局管轄） 4.6.10 /
資源調査法（法第 号）ヲ朝鮮、台湾、樺太ニ施行スルノ件 11.20 53
（勅令第 号） 327
台湾資源調査令（府令第 号） 12.1 69
昭 第 回国勢調査（大調査年） 5.10.1 3
霧社事件起る 10.27
昭 台湾総督府統計事務規程中改正 6.2.24
『』 （） 2.25 4 資源調査令ニ基ク工場関係資料集 昭和 年末調
刊行〔台湾資源調査令に基く第 回の調査結果〕 1
台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 4.17 27
昭 戸籍ニ関スル件（府令第 号） 8.1.20 8
台湾総督府報告例改正（訓令第 号） 9.10 64
昭 地方制度改正（州・市・街庄制 （律令第 号） 10.4.1 1-3 ）
昭 台湾拓殖株式会社法（ 業務開始） 11.6.3 11.5-
台湾商工会議所令（律令第 号） 10.27 4
昭 軍需工業動員法（法第 号）台湾にも施行（閣議決定） 12.9.2 88
家計調査施行（～昭和 ） 11.1 13.10.31
臨時労働統計実地調査令（勅令第 号） 12.27 744
昭 臨時労働統計実地調査施行 月 日現在調査） 13.2.10 (2 10
労働事情調査（官訓第 号通達 〔臨時労働統計実 2.16 25 ）
地調査に倣う〕
国家総動員法（法第 号） 3.31 55
国家総動員法を朝鮮・台湾・樺太ニ施行スルノ件（勅令第 号） 5.3 316
台湾農会発足 9.1
重要産業調整委員会開催 9.
14台湾物価委員会規則（府令第 号） 12.29 145
昭 臨時国勢調査施行令（勅令第 号） 14.4.17 209
臨時台湾国勢調査実施 8.1
価格等統制令・賃金臨時措置令（勅令第 、 号） 10.18 703 705
価格等統制令施行規則・賃金臨時措置令 10.27
施行規則（府令第 、 号）ー物価・賃銀の凍結 121 123
労務動態調査規則（厚生省令第 号） 11.28 38
昭 生活必需物資価格調査（商工会議所委託） 15.4
（） （） 6.15 83 6 労務動態調査規則 府令第 号 月末現在調査
台湾国勢調査施行（第 次 〔報告書は戦後台湾省政 10.1 7 ）
府により刊行〕
従業者移動防止令施行規則（府令第 号） 12.3 176
昭 台湾教育令改正（国民学校令適用） 16.3.26
労働技術統計調査令（勅令第 号 （外地適用） 4.2 380 ）
重要物資現在高調査規則（府令第 号） 6.6 116
賃銀統制令施行規則（府令第 号） 6.30 119
7.26 141 労働技術統計調査施行規則 同施行心得 府令第 、（
号、訓令 第 号） 92
第 回労働技術統計実地調査施行 8.10 1
労務動態調査規則改正（ 月末現在調査） 8.26 8
第 回労務動態調査 9. 2
太平洋戦争起る 12.8
昭 台湾総督府報告例改正（訓令第 号 17.6.5 72
昭 初等教育に義務教育制施行 18..3.9
第 次労働技術統計調査（報告書は昭和 刊行） 6.10 3 19.4
昭 昭和 年人口調査〔 月末現在 （勅令第 号） 19.1.10 19 2 27 〕
『第 統計書 （昭和 年）刊行（最終版） 3.10 46 17 』
15昭和 年人口調査実施 7.15 19












Ⅰ 『台湾総督府 府報 （国家図書館台湾分館所蔵） ）』
『台湾総督府 公文類纂 （国史館台湾文献館所蔵） 』
『台湾総督府法規提要 『台湾法令輯覧』 明治 版～昭和 版（昭和 年版以降 』 29 17 3
加除式）
『台湾総督府民政事務成（蹟）績提要』復刻版 台北 成文出版社 民国 冊 74.3 95
（中国方志叢書 台湾地区 ） 192
『台湾総督府警察沿革誌』復刻版 緑蔭書房 全 冊（原本は 冊本） 1986.9 5 4








4.7 5.11 『年表・台湾の記録 明治時代上・下』田野口慎四郎 平成 ・平成






　通番号　　 　　　年　　月　　　日 　訓令番号　 　典　拠
　　Ⅰ-1 明治31年11月26日 第313号別冊 档
　　　32年　1月28日 第　11号
　　 　　　32年　3月29日 第　85号 档
　　　32年　8月　4日 第202号 　　　　　
































































　　　41年12月29日 第218号 新刑法施行による 　　雑誌
　　　42年　1月15日 第　  1号 档
明治42年1月15日現行（改刷） 　　雑誌
　　　42年　4月23日 第　60号 「年報」に高等女学校追加 档・雑誌





























　　　　1年12月28日 第110号 　大正1年12月より2年1月にかけて 档






































































































　　　　6年　2月24日 第　　9号 「統計事務規程」中改正 档





　　　　7年　8月13日 第　56号 戸口表改正 档
　　　　7年　9月10日 第　64号 档
　　　　7年10月12日 第　73号 档
　　　　7年12月12日 依命通達 満洲国取扱ニ関スル件 档
第　85号 档
　　　　8年　9月10日 第　64号 档




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































殖産局 第134表 粗製茶（ （州・庁）
殖産局 第135表 再製茶（ （州・庁）
殖産局 第136表 帽子（州・ （州・庁）
殖産局 第137表 靴及草履（州・庁）
（大正11年訓令第102号改正）




































































































































































































調査課 第103表 原料阿片 （専売局）
調査課 第104表 製塩業者 （専売局）



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































第168表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第169表 　削除 　（昭和14年3月訓令第12号）
第170表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 


















第189表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
文教局 第190表 国民学校職員俸給（師範学校・州・庁）










第200表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第201表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 







第209表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号） 













第216表ノ8 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 




















第235表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第236表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
第237表 　削除 　（昭和18年11月訓令第197号）
第238表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第239表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第240表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第241表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 









































第277表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
農商局 第278表 消費市場（州・庁）
第279表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第280表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第281表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第282表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第283表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第284表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第285表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第286表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第287表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第288表 　削除 　（昭和16年2月訓令第13号）
第289表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）
第290表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第291表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第292表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第293表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
78第293表ノ2 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第294表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第295表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第296表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）
第296表ノ2 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）
第297表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第298表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第299表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第300表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第301表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第302表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第302表ノ2 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第302表ノ3 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第303表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
第304表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第305表 　削除 　（昭和18年4月訓令第89号） 
鑛工局 第306表 各種工産物（州・庁）
第307表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）


































































































第388表ノ2 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
警務局 第388表ノ3 高砂族ノ家畜及家禽ノ生産竝ニ消費（州・庁）
第389表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
第389表ノ2 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第389表ノ3 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）




第391表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
警務局 第391表ノ2 教育所（州・庁）
第392表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 


















第411表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第412表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第413表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
警務局 第414表 産婆及取扱I産児（州・庁）
警務局 第415表 医院及医師取扱産児（医院・州・庁）
第416表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第417表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
警務局 第418表 阿片烟膏吸食特許者及死亡竝ニ廃烟（州・庁）
第419表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）




第424表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号）  ＊原本本文には第13号とあるが第11号の
第425表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号） 　ミスプリとす
第426表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
第427表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
第428表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第429表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第430表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第431表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第432表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第433表 　削除 　（昭和18年2月訓令第11号） 
第434表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
第435表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
81第436表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第437表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第438表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第439表 　削除 　（昭和17年6月訓令第72号）










第450表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第451表 　削除 　（昭和19年5月訓令第96号） 
第452表 　削除 　（昭和18年12月訓令第266号）
警務局 第453表 医師、歯科医師、産婆及医生（州・庁）
（削除訓令の年月日・訓令番号は「府報」へ照合確認す
記表ノ部 　「年報」（終）
82